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　我が国においては、国際社会の動向に合わせて、1975（昭和50）年の国際婦人年以降、男女平等の実現

に向けたさまざまな取組が進められてきました。さらに、1999（平成11）年には男女共同参画社会の形成

の基本的枠組みを定めた「男女共同参画社会基本法」が公布・施行され、2000（平成12）年には、基本法

に基づいて、2010（平成22）年までを見通した「男女共同参画基本計画」が策定されました。 

　神戸市においては、こうした国の取組を受け、神戸市における男女共同参画社会の実現をめざし、1998

（平成10）年9月に、2007（平成19）年度までに市として取り組むべき施策を盛り込んだ「こうべ男女共同

参画プラン21」を策定し、プランに沿って、さまざまな取組を行ってきました。さらに、2003（平成15）年3

月に、男女共同参画社会の実現を促進するために、神戸市のめざすべき方向性を示し、男女共同参画に関

する施策の法的な拠り所となる「神戸市男女共同参画の推進に関する条例」が制定されました。 

　今後、市では、条例に基づいて、男女共同参画の推進に関する施策を実施していきます。その一つとして、

条例の趣旨や内容について、広く知っていただくためのあらましを作成しました。男女共同参画社会の実現

には、市だけでなく、市民・事業者のみなさんと市が協働して取り組むことが重要です。だれもがいきいきと

暮らすことができる男女共同参画社会を、市民・事業者のみなさんと共に力を合わせて実現し、「夢と活力

あふれる神戸」を築いていきたいと考えておりますので、ご理解とご協力をお願いします。 

基　本　理　念

責　務

基本的施策

推進体制の整備

神戸市男女共同参画審議会

市 市　民

男女共同参画の推進を阻害する行為の制限

事業者

男女共同参画社会の実現 



一人ひとりが、互いを尊重し合い、力を合わせることができる社会 
一人ひとりが、いきいきと元気よく暮らすことができる社会 
一人ひとりが、さまざまな活動に、主体的に参加できる社会 
性別にかかわりなく、一人ひとりの個性や能力が発揮できる社会 

●家事・育児・介護などを、家族みんなが助け合い分担し、 
　喜びも苦労も分かち合う社会 

●一人ひとりが、家族の一員として大切にされ、 
　また家族の一員としての責任を分かち合う社会 
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●地域活動に、男性も女性も共に参加できる社会 

●地域における企画や方針決定に、女性も男性も積極的に参画できる社会 

●共に考え、共に活動する社会 

●性別によって差別されることなく、一人ひとりの能力、 
　意欲や個性などが、十分発揮できる社会 

●働く男女が、家庭生活や地域生活へ参加・参画できるよう、 
　職業生活とその他の生活とを両立しやすい社会 

●事業活動の方針決定の場に、 
　女性も男性も共に参画できる社会 
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神戸市男女共同参画の推進に関する条例

　男女共同参画社会基本法では、「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会」の実現をめざしています。

神戸市においても、基本法の趣旨に基づいて、男女共同参画の推進をめざし、名称は、「神戸市男女共

同参画の推進に関する条例」としました。 

　前文では、男女平等に向けての国や神戸市のこれまでの取組、男女共同参画を取り巻く課題、めざすべ

き男女共同参画社会の実現の必要性を掲げ、男女共同参画社会づくりに向けての神戸市の意思を表明し

ています。 

●「女子に対するあらゆる形態の差別の

撤廃に関する条約」（女子差別撤廃条約）

は、1 9 7 9（昭和5 4）年、国連総会におい
て採択され、1 9 8 0（昭和5 5）年の第2回
世界女性会議の席上で署名され、1981（昭
和56）年に発効しました。日本は1985（昭
和6 0）年に批准しました。個人・団体・企
業による差別や社会慣習、慣行による差
別の撤廃を締結国の義務としています。 
 

●「家族的責任を有する

男女労働者の機会及び待遇の均等に関する

条約」（ILO条約第156号）は、国際労働機
関（ILO）が1981（昭和56）年に採択し、日本
は1995（平成7）年に批准しました。育児や
介護等の家族的責任について、男女労働者が
共に責任を負うべきとした考え方が明確に示
され、家族的責任を有する男女労働者が差別
されないこと、家族的責任が雇用終了の理由
にならないことなどが盛り込まれています。 
 

　個人の尊重と法の下の平等がうたわれている日本国憲法の下、国においては、男女平等の実現に向けて、

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約及び家族的責任を有する男女労働者の機会及び待

遇の均等に関する条約を批准し、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）を制定するなどして、国

際社会の取組と連動しつつ、法制度の整備が進められてきた。

　神戸市においても、こうした国際社会や国内の動向を踏まえ、男女共同参画社会の実現を目指して様々

な取組を進めてきた。しかしながら、今なお、社会には、性別による固定的な役割分担等とそれに基づく制

度や慣行及び様々な形態の暴力等の人権侵害が存在しており、真の男女平等を達成するためには多くの課

題が残されている。

　一方で、少子高齢化が一層進行し、経済が成熟化するなど、社会経済情勢は急速に変化している。このこ

とは、家族形態や地域社会の変化にも影響を与えており、社会の基礎である家族とそれを取り巻く地域社

会とのつながりは、ますますその重要性が増大している。

　このような状況に対応していく上で、男女が、互いを尊重し合い、責任を分かち合いながら共に力を合わ

せて有償又は無償の労働を担い、かつ、社会の様々な場で意思決定の過程にかかわることができる男女共

同参画社会づくりは、本市においても緊要な課題となっている。

　こうした認識の下、市民のだれもが、性別によって活動を制限されることなく個人として尊重され、自律

的に自分らしい生き方を選択することができる夢と活力あふれる神戸を、市、市民、事業者の協働により築

くことを目指して、この条例を制定する。
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●「男女共同参画社会基本法」は、1999（平
成11）年6月に公布・施行されました。男女共
同参画社会を実現するための5つの基本理念
を定め、国、地方公共団体、国民、それぞれの責
務を明らかにしています。 
 
●「有償の労働」は、市場に労働力を提供して
対価（賃金等）を得る労働をいいます。 

 
●「無償の労働」は、家庭での家事・育児・介
護や地域活動など、家族や他人に対して対価
を要求しない労働をいいます。社会は、有償
の労働のみならず、無償の労働によっても支
えられています。 
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　　　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、並びに市、市民及び事業者の責務を明

らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定めることにより、男女共同参画社会づくりを総合的か

つ計画的に推進することを目的とする。

神戸市における男女共同参画社会づくりを総合的・計画的に推進するというこの条例の目的を定めています。 

　　　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（1）
 男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野に
 


　
 
おける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的









利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべきことをいう。

（2）
積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、









男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

　条例の中で用いられる「男女共同参画」「積極的改善措置」の意味を定義しています。この定義は、

男女共同参画社会基本法第2条から引用しています。 

　　　男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的

取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権

が尊重されることを旨として、行われなければならない。

　男女共同参画の推進に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を

反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画

の推進を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会に

おける活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。

　男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、様々な政策又は方針の立案及び決定に

共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。

　男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力及び社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、職域、地

域等における活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。

　男女共同参画の推進は、男女が、妊娠及び出産の機能を有する女性の心身に対する理解を深めるとと

もに、対等な関係の下に性と生殖に関する互いの意思が尊重されること並びに男女の生涯にわたる健

康の維持及び増進が図られることを旨として、行われなければならない。

　男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画の推進は、国際的な協調の下に行われなければならない。

　男女共同参画の推進は、地域社会を構成する市民一人一人が自律的に、及び協働して取り組むことを

旨として、行われなければならない。

第３条

2

3

4

5

6

7

●「積極的改善措置」は、さまざまな分野にお
いて、活動に参画する機会の男女間格差を改
善するため、必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、活動に
参画する機会を積極的に提供するものであり、
個々の状況に応じて実施していくものです。 
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第２条

第１条



　条例では、男女共同参画の推進についての７つの基本理念を定めています。これらの基本理念は、市、

市民のみなさん、事業者のみなさんが、第4条から第6条までに定められるそれぞれの責務を果たすうえで

基本となる考えです。 

社会における制度又は慣行についての配慮　男女共同参画の推進にあたっては、社会
制度・慣行の及ぼす影響が中立的なものとなるように、配慮する必要があります。社会制

度や慣行が、「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定的な役割分担等を反映して、

結果として女性の就労等の活動の選択をしにくくするような影響等を及ぼし、男女共同参

画の推進を阻害する要因となる恐れがある場合があるためです。 
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政策・方針の立案及び決定への共同参画
の機会確保　男女が社会の対等な構成員
として、政策や方針の決定等に参画する機

会が確保される必要があります。この理念は、

市だけではなく、企業、労働組合、研究機関、

協同組合等各種機関・団体等においても、

尊重される必要があります。 

　「参画する」は、単に政策等への決定段階に参加するだけではなく、主体的に立案の段階から関わっていくことの重要性が込められています。  

基本理念  
3

●「男女の個人としての尊厳が重んぜられること」

は、例えば、セクシュアル・ハラスメントやドメス
ティック・バイオレンス（11頁参照）等の性に
起因する暴力を受けないことなどを含みます。 
 

●「性別による差別」は、男女共同参画の推進
を阻害する重大な問題です。最近では、労働基
準法に関連して、明確な差別的意図がはっきり
しない場合でも、種々の状況から差別を容認
したとの推認が行われた判例もでてきています。

男女共同参画社会基本法においても、「差別
的取扱い」は、明確な差別的意図がある場合
に限ったものとして考えられていません。条
例上の「差別的取扱い」についても、基本法
の趣旨と同様です。 
 

●「男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されること」は、性別にかかわらず、個人の
能力が発揮できるようにすることをいいます。 

男女の人権の尊重　男女の人権の尊重は、男女共同参画の推進にあたって、最も基本と
なる理念です。男女の個人としての尊厳を重んじ、性別による差別をなくし、男性も女性も

一人の人間として能力を発揮する機会が確保される必要があります。単に「人権」とは規

定せずに、「男女の人権」と規定しているのは、性別に起因する人権問題という観点に着

目して、この観点からの人権尊重を強調しているためです。 

基本理念  
1

基本理念  2



男女の生涯にわたる健康の確保　男女とも、
妊娠・出産にかかわる女性の心身について理

解を深め、対等な関係の下に、性と生殖に関す

る互いの意思を尊重し、男女の生涯にわたる健

康の維持・増進を図る必要があります。 

家庭生活における活動とその
他の活動の両立　男女が共に
社会に参画していくためには、

家族を構成する男女が、互いに

協力するとともに社会の支援を

受けながら、家族の一員として

の役割を円滑に果たし、家庭生

活と働くこと、学校に通うこと、

地域活動をすること等との両立

を図ることができるようにする必

要があります。 

　家族がどのように協力していくのかは、個々の家族の状況をふまえたそれぞれの話し合いにより決まっていくものです。例えば、専業主婦という生き方も、選択の一つです。 　ただ、男女共同参画社会を実現するためには、家族を含めたさまざまな場で男女が互いに責任を担い、協力することが必要であるといえます。青少年の健全育成や高齢期における生活を考えると、男性にとっても家庭生活や地域生活に目を向けることは大切なことです。 

　国の男女共同参画基本計画において、
「生涯を通じた女性の健康支援」は重
点目標の一つとして挙げられていますが、
男女の人権の尊重の観点から、男女の
生涯にわたる健康の確保は重要です。 
　とりわけ、性及び妊娠・出産に関する
問題は、特に女性の生涯にわたる健康
に深くかかわるもので、男女とも十分な
理解が必要です。その理解のうえで、男
女が真剣に互いの意思を尊重し合うこ

とが大切です。 
　なお、条例で規定する「性と生殖に関
する互いの意思が尊重されること」が、
母体保護法の規定以上に、人工妊娠中
絶を容認したり、性の放縦を助長したり
するのではないかと懸念する声もあり
ます。しかし、条例第3条第5項の基本
理念は、あくまで生涯にわたる健康の確
保が趣旨であり、決してこれらを容認し
ようとするものではありません。 
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基本理念  
5

基本理念  4



国際的協調　男女共同参画の
推進に関して、国際社会におい

てさまざまな取組がされています。

国においても、国際社会の一員

として、国際的な動向をふまえた

取組がされています。神戸市に

おいても、こうした国際社会の

取組を考え合わせて、男女共同

参画を推進する必要があります。 
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自律した市民の協働　神戸市におい
ては、阪神・淡路大震災を契機として、

活発な市民活動がさまざまな分野にお

いて展開されてきました。この経験を

生かし、自律した市民のみなさんが自ら

主役となって、協働して男女共同参画

の推進に取り組むことが期待されます。 

なお、自律は、自ら考え、責任をもって

行動することをいいます。また、協働は、

対等の立場でお互いを尊重しつつ、共

に影響を与え合いながら実践していく

ことをいいます。 

　神戸では、多くのＮＰＯが積極的
な活動を展開しているなど、多様な
市民活動が全国的にも注目されて
います。その活動分野は、子育て支
援や高齢者サービス、まちづくり
など、実に多様であり、男女共同参
画の推進に関する自律と協働の理念を実践しているものが多く見受けられます。 

基本理念  
7

基本理念  6

　「女子差別撤廃条約」（４頁・用語説
明参照）の場合、これを受けて日本は、
「国籍法」の改正、「男女雇用機会均
等法」の制定、中学校における技術・
家庭科、及び高等学校における家庭科
の男女共修の早期実施への取組など
法制度の整備を図り、1985（昭和60）
年に条約を批准しました。 

　　　市は、前条に定める男女共同参画の推進についての基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を策定し、及び実施しなければならない。

　市は、市の職員一人一人の男女共同参画に関する認識を高めるよう努めなければならない。

　市は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するため、財政上の措置その他の必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。

第４条

２

３

　市が条例第3条に規定する7つの基本理念に基づき、積極的改善措置を含む男女共同参画の推進に

関する施策を策定・実施する責務を有することを規定しています。 

　さらに、男女共同参画の推進に関する施策はさまざまな分野に及ぶことから、市の男女共同参画担当

課だけでなく、市の施策の策定・実施にあたるすべての職員の認識が重要であるため、市の職員一人ひ

とりの認識の向上に努めます。 

　また、市が条例第３章に掲げる基本的施策を実施するにあたって必要な財政上の措置に努めます。 



　男女共同参画の推進に関する分野は
幅広い範囲に及ぶため、市だけでなく、
市と市民のみなさん、事業者のみなさん
との協働によってこそ、はじめて男女共
同参画社会づくりに向けての実効ある
取組が可能となります。このため、市民・
事業者のみなさんの果たす役割を責務
として規定していますが、これは、あくま
で自主的な取組を期待するものです。 

　例えば、性別による差別を
しないよう心がけたり、家庭
において、家族が互いに協力
し合うことなどが考えられます。できることからはじめてみませんか。 

　　　市民は、男女共同参画に関する理解を深め、その推進に主体的かつ自律的に取り組むよう努めな

ければならない。

　市民のみなさんは、男女共同参画に関する理解を深め、主体的・自律的に男女共同参画の推進に取

り組みましょう。 

　事業者のみなさんは、仕事と子育て、介護等とが両立しやすい就業環境の整備、男女の平等な参画

機会の確保と市の施策への協力に努めましょう。 

●「事業者」は、営利・非営利、または法人・個人
を問わず、その事業活動を行うために、市内に
就業の場としての事務所等を設置している者で、

社会福祉法人・財団法人等の公益法人、協同
組合やＮＰＯ等を含みます。 

●「市民」は、市に在住する人のほか、市内に在勤・在学する人を含みます。 

10

第６条

第５条

　　　事業者は、法人であるか個人であるかを問わず、その事業活動において、男女が職業生活と家庭

生活等とを両立して行うことができる就業環境を整備し、及び職域における活動に平等に参画するこ

とができる機会を確保するよう努めるとともに、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協

力するよう努めなければならない。
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　　　何人も、社会のあらゆる場において、性別による差別的取扱い、セクシュアル・ハラスメント（性

的な言動に対する相手方の対応によってその者に不利益を与え、又は性的な言動により相手方の生活

の環境を害することをいう。）又は配偶者間など男女の間における身体若しくは精神に苦痛を与える暴

力的行為を行ってはならない。

　この第7条で定める３つの行為（性別による差別的取扱い、セクシュアル・ハラスメント、配偶者間など男

女の間における身体若しくは精神に苦痛を与える暴力的行為）は、男女共同参画の推進を阻害する人権

侵害として、職場、学校、地域、家庭など社会のあらゆる場において、誰もが行ってはならない行為です。 

第７条

　　　何人も、公衆に表示する情報において、性差別、性別による固定的な役割分担又は暴力的行為を

助長する表現及び著しく性的感情を刺激する表現を行わないよう留意しなければならない。

　公衆に表示する情報については、公的機関に限らず、民間のメディアや個人が発信する情報も含めて

留意が必要です。とりわけ、市が広報印刷物やホームページ等で発信する情報は、男女共同参画の視点

からの公的広報のガイドライン（21頁参照）に基づき、男女の人権に配慮した表現を行う必要があります。 

第８条

●「配偶者間など男女の間」は、配偶者の
ほか、内縁、恋人等親しい間柄の男女の間
をいいます。 
 

●「セクシュアル・ハラスメント」は、例えば、身
体への不必要な接触、性的関係の強要、わいせ
つな写真の掲示、又は性的なうわさを流すなど、
相手の意に反した性的な言動により相手方の

生活環境を害したり、また、
相手方の対応によってその者に不利益を与え
る行為をいいます。 
●「精神に苦痛を与える暴力的行為」には、言
葉による「精神的暴力」、外出を制限するなど
の「社会的暴力」、生活費を渡さないなどの「経
済的暴力」、避妊に協力しないなどの「性的
暴力」を含みます。 

　配偶者からの暴力は、被害者のほとんどである女性の人権を著しく侵害するものですが、従来は、

家庭の中の問題とされ、社会的な理解も十分ではありませんでした。近年、こうした暴力がドメステ

ィック・バイオレンス（ＤＶ）として注目されており、自治体等で実施しているＤＶ相談の相談件数も、

年々増加傾向にあります。また、深刻な犯罪事件につながる場合もあり、大きな社会問題となってい

ます。2001（平成13）年4月には、配偶者暴力相談支援センターの整備や保護命令制度の導入な

どを定めた「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が成立しました。 

　第8条は、民間のメディアや個人の「表現の自由」を制限
するものではなく、公的広報のガイドライン等を広くＰＲす
ることにより、あくまで自主的な取組を期待するものです。 



　　　市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な計画（以

下「男女共同参画計画」という。）を策定するものとする。

　男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（1）

総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱

（2）

前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために









必要な事項

　市長は、男女共同参画計画を策定するに当たっては、第22条第１項に規定する神戸市男女共同参画審

議会の意見を聴くものとする。

　市長は、男女共同参画計画を策定するに当たっては、市民及び事業者（以下「市民等」という。）の意見

を反映することができるよう適切な措置を講ずるものとする。

　市長は、男女共同参画計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。

　前３項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。

　男女共同参画社会基本法第14条第3項は、市町村に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策についての基本的な計画の策定の努力義務を定めています。条例第９条で、市が策定する「男女共

同参画計画」は、基本法上の「市町村男女共同参画計画」に該当するものです。 

　なお、男女共同参画計画の策定・変更にあたっては、市は、神戸市男女共同参画審議会の意見を聴き、

市民・事業者のみなさんの意見が反映できるようにするとともに、策定した計画の公表を行います。 

　また、男女共同参画計画の実効性を確保するために、神戸市男女共同参画審議会が、計画の実施状

況について意見を述べること（第22条）、また、市長が、計画に基づいた施策の実施状況について年次

報告書を作成・公表すること（第19条）を規定しています。 

第９条

2

3

4

5

6

12

　　　市は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たって

は、男女共同参画の推進に配慮するものとする。

　地方公共団体の施策は多岐にわたるため、男女共同参画計画（第9条）に盛り込まれている施策以外

のもので、一見して男女共同参画と結びつかないものであっても、それが男女共同参画の推進に何らか

の影響を及ぼす場合があります。そのため、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策の策

定・実施にあたっては、男女共同参画の推進に配慮する必要があります。 

第10条

　　　市長は、審議会その他の附属機関を組織する委員を委嘱し、又は任命する場合には、男女の数の

均衡に配慮するよう努めるものとする。

　市は、女性職員の職域の積極的な拡大及び能力開発に努めるものとする。

第11条

２
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　　　市は、広報活動、広聴活動等を通じて、男女共同参画に関する市民等の理解を深めるよう適切な

措置を講ずるものとする。

　市は、広報・広聴活動を通じて、市民・事業者のみなさんの男女共同参画に関する理解を深めていた

だくために、市の広報紙・ホームページ等を通じた広報活動、啓発冊子等の発行、セミナー・講演会・イ

ベント等の実施などを行います。 

　　　市は、男女共同参画について広く市民等の関心と理解を深めるため、年１回、男女共同参画推進

月間を設けるものとする。

　平成12年度から毎年10月に実施している「こうべ男女共同参画推進月間」を条例の中に位置づけま

した。市では、今後とも引き続き、男女共同参画推進月間において、男女共同参画について広く市民・事

業者のみなさんに理解していただくための講演会やイベント等を集中的に行います。 

第12条

第13条

　　　市は、男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進のために必要な調査研究を

行うとともに、その成果を公表するものとする。

　市は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的・計画的に推進するための基礎資料となる調査を

実施します。調査の成果は市民・事業者のみなさんにも参考としていただくために、市のホームページ等

を利用して公表を行います。 

第14条

　市は、審議会等の委員の委嘱・任命にあたって男女の数の均衡に配慮すること、及び女性職員の職

域拡大・能力開発に努めます。これは、市が行う積極的改善措置に該当します。なお、この第11条は、男

女の均等な参画の機会を志向するものであり、結果の平等を目指すものではありません。 

　「神戸市男女共同参画計画」（平成16年4月策定）では、
審議会等への女性委員比率を平成19年度までに30％に
すること、及びゼロ審議会（女性委員のいない審議会）の
解消を目標としています。平成17年3月末現在、市の審議
会等における女性委員の登用率は、28.4％です。 



　　　市は、男女が共に、家庭生活における活動と職域、地域等における活動とを両立して行うことが

できるように、必要な支援を行うよう努めるものとする。

　市は、男女が共に、家庭生活における活動と職場・地域等における活動とを両立して行うことができる

ように、例えば、両立の必要性や、両立に向けた職場の環境整備の必要性についての啓発、子育てや介

護等を支援するための施策の充実などの必要な支援に努めます。 

第15条

14

　　　市は、事業者が、その事業活動において積極的改善措置を講ずることができるように、情報提供

その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。

　市は、個人で営む事業にその家族が従事している場合において、その家族が経営の方針の立案及び決定

に共同して参画する機会が確保されるように、情報提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。

　市は、必要があると認めるときは、事業者に対し、男女共同参画の状況に関する調査について協力を

求めることができる。

　市は、男女共同参画の推進に関して積極的な取組を行っている事業者の表彰を行い、当該取組を公表

するものとする。

　市は、就業の場における男女共同参画を推進するため、積極的改善措置について、その考え方・進め

方についての啓発や積極的な取組を行う事業者の紹介等の情報提供を行うなど、事業者が自主的に取

り組むための支援に努めます。 

　また、個人で営む事業に関して、家族従事形態をとっている家族が、経営の方針の決定等に共同して

参画している事例等を紹介するなどの情報提供に努めます。 

　そのほか、市の施策の参考として、男女共同参画の実態を把握するための調査への協力を事業者に

求めることができること、また、男女共同参画の推進に積極的な取組を行っている事業所を表彰し、公表

することとしています。 

第16条

２

３

４

●「個人で営む事業」は、農漁業、商工業、サービス業等のうち、いわゆる自営業
の形態をなすものをいいます。 

　2001(平成1
3)年度には、神戸

市と同志社大学
立木研究室が

共同で、「仕事と
子育ての両立に

関する企業及び
従業員の意識調

査」を実施しまし
た。調査の結果、

「仕事と子育て
の両立に積極

的な職場は、従業
員のだれにとって

も働きやすい職
場である」こ

となどがわかりま
した。この調査結

果の趣旨は、神戸
市男女共同

参画懇話会が「こ
うべ男女共同参

画プラン21」の見
直しや「条例

の基本的考え方
」について検討を

行う際に参考とさ
れました。 
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　　　市は、男女共同参画の推進に関する活動を行う市民等に対し、情報提供その他の必要な支援に努

めるものとする。

　市は、男女共同参画の推進をめざす市民活動や市民のみなさんの自主的な取組に対し、情報提供な

どの必要な支援に努めます。 

　男女共同参画計画（第9条）の実効性を高め、透明かつ適正な施策の推進を図るため、市長は、男女

共同参画計画に基づく施策の実施状況について把握し、年次報告書を作成・公表します。 

第18条

　　　市長は、男女共同参画計画に基づいた施策の実施状況について年次報告書を作成し、これを公表

するものとする。

第19条

　　　市は、学校教育及び社会教育の場において、男女平等を推進するための教育又は学習の充実のた

めに必要な措置を講ずるものとする。

　21世紀を担う子どもたちの可能性を広げ、それぞれが夢をもてる社会を築くことをめざして、市は、男

女平等の視点に立つ学校教育・社会教育を充実させるために、啓発資料の作成や市立学校の教員に対

する研修、講演会やセミナーの実施などを行ないます。　 

第17条

　子どもたちはみな、無限の可能性を持っています。子ど
もたち一人ひとりの個性や能力をのばすために、性別に
こだわらず、さまざまなことにチャレンジしていくことがで
きるような環境が整備される必要があります。 

　男女共同参画の推進に積極的な取組を行っている事業所を
表彰し、被表彰事業所を取組の一つのモデルとして広くＰＲす
ることで、事業者のみなさんによる男女共同参画の推進に関す
る自主的な取組が広がっていくことを期待しています。 
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　男女共同参画に関する市民・事業者のみなさんからの申出を処理する制度を置くことは、男女共同参

画に関する施策の実効性を確保し、また、人権を尊重するために重要です。市長は、市民・事業者のみな

さんからの、市の男女共同参画に関する施策に対する苦情・提案、男女共同参画に関する人権侵害の

相談の申出に適切に対応するために、附属機関として苦情処理委員を設置します。 

　苦情処理委員は、市長の命令により申出の調査・処理を中立的な立場で行い、調査結果の報告と合

わせて市長に意見を述べ、市長は、その意見を尊重して助言・是正の要望等の必要な措置を行います。 

申
出
人
（
市
民
） 

市　長 

①申出 

②調査 
　命令 

⑤報告・ 
　意見 

④（施策） 
　 調査 

③面接等 

⑦結果報告 

⑥（施策） 
　 措置 

⑥（人権侵害） 
　助言・要望等 

④（人権侵害） 
　 調査 

関係各課 

苦情処理委員 
（市長の附属機関） 

関
係
人
・
機
関 

苦情処理制度のイメージ 

　　　市長の附属機関として、男女共同参画苦情処理委員（以下「苦情処理委員」という。）を置く。

　市民等は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼす

と認められる施策についての苦情又は提案（以下「苦情等」という。）並びに男女共同参画の推進を阻害

する要因によって人権が侵害された場合の相談について、市長に申し出ることができる。

　市長は、前項の申出があった場合、規則の定めるところにより、苦情処理委員に事案の調査及び処理

を命ずるものとする。

　苦情処理委員は、市長に調査結果を報告し、必要があると認めるときは、助言、是正の要望等必要な措

置を講ずるよう市長に意見を述べることができる。

　市長は、前項の意見を尊重して、必要な措置を講ずるよう努めるとともに、調査結果及び意見並びに

講じた措置の内容を申出人に通知しなければならない。

　市長は、前項の措置を行うに当たって、必要があると認めるときは、第22条第１項に規定する神戸市

男女共同参画審議会の意見を聴くことができる。

　前各項に定めるもののほか、市民等からの申出の処理に関し必要な事項は、規則で定める。

第20条

２

３

４

５

６

７

市 



　　　市は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的に実施するため、必要な推進体制を整備するも

のとする。

　社会のさまざまな分野で活動されている市民・事業者のみなさんと連携しながら、男女共同参画の推

進に関する施策を総合的に進めていくために、市の推進体制及び市と関係機関等との推進体制を整備

します。現在、設置している「神戸市男女共同参画推進本部」「神戸市男女共同参画推進会議」は、こ

の第21条に規定する推進体制として位置づけられます。 

第21条

17

全市的に活動を行っている24の市民団体・経済団体等と市が連携して 
男女共同参画を推進するための組織です。 
参画団体（50音順） 
神戸経済同友会、神戸市医師会、神戸市機械金属工業会、神戸市漁業協同組合、神戸市歯科医師会、
神戸市自治会連絡協議会、神戸市社会福祉協議会、神戸市商店街連合会、神戸市青少年育成協議会、
神戸市ＰＴＡ協議会、神戸市婦人団体協議会、神戸市民生委員児童委員協議会、神戸市薬剤師会、 
神戸商工会議所、神戸市老人クラブ連合会、神戸青年会議所、神戸ファッション協会、 
ＮＰＯ法人こうべユースネット、生活協同組合コープこうべ、兵庫県経営者協会、 
兵庫県弁護士会、兵庫工業会、兵庫六甲農業協同組合、連合神戸地域協議会 

市役所内で総合的に男女共同参画を進めるための組織です。 

・神戸市男女共同参画推進会議 

・神戸市男女共同参画推進本部 

　神戸市男女共同参画審議会は、男女共同参画の推進の観点を、市の施策へ反映させることができる

ように、市長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する重要事項の調査審議や男女共同参画の施策

の実施状況について意見を述べることなどを行います。 

　委員は20人以内であること、任期は2年で再任できること、男女いずれか一方の委員の数が委員の総

数の10分の4未満であってはならないことなどを規定しています。 

　　　市長の附属機関として、神戸市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

　審議会は、次に掲げる事務を行う。

（1）
諮問に応じ、男女共同参画計画その他男女共同参画の推進に関する重要事項を調査審議し、及び








意見を述べること。

（2）
男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について意見を述べること。

（3）
諮問に応じ、第20条第2項の苦情等の申出に関して意見を述べること。

　審議会は、20人以内の委員で組織する。

　前項の委員のうち男女いずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の4未満であってはならない。

　委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。

　委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

第22条

２

３

４

５

６

７
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平成14年 

平成15年 

「神戸市における男女共同参画社会の実現に関する条例の基本的考え方」
について、市長より神戸市男女共同参画懇話会に提言を依頼 
 
市民ワークショップの実施　（参加者 ：118名） 
 
神戸市男女共同参画懇話会が「条例の基本的考え方について 
（中間とりまとめ）」を公表 
「中間とりまとめ」に対する市民意見の募集（意見件数：508件） 
「市民の意見を聴く会」開催（9月29日） 
 
神戸市男女共同参画懇話会が「神戸市における男女共同参画社会の実現
に関する条例の基本的考え方について（提言）」を市長に提出 
 
 
平成15年第1回定例市会に条例案上程 
 
条例案可決 
「神戸市男女共同参画の推進に関する条例」公布（3月27日） 
 
「神戸市男女共同参画の推進に関する条例」施行（一部を除く。）（4月1日） 

4月 
 
 
5月～6月 
 
9月 
 
 （～10月） 
 
 
12月 
 
 
 
2月 
 
3月 
 
 
4月 
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1975 
 
 

1977 
 

1979 
1980 
 
 

1981 
 
 
 

1982 
1985 
 
 

1986 
 

1987 
 

1988 
1990 
 
 
 

1991 
 

1992 
 

1994 
 
 

1995 
 
 

1996 
 

1997 
 
 

1998 
 
 

1999 
 

2000 
 
 
 

2001 
 
 
 
 
 

2002 
 
 
 
 

2003 
 
 

2004 
 
 

2005

昭和 
50 
 
52 
 
54 
55 
 
 
56 
 
 
 
57 
60 
 
 
61 
 
62 
 
63 
平成 
2 
 
 
3 
 
4 
 
6 
 
 
7 
 
 
8 
 
9 
 
 
10 
 
 
11 
 
12 
 
 
 
13 
 
 
 
 
 
14 
 
 
 
 
15 
 
 
16 
 
 
17

 
 
 
・婦人問題担当室設置 
・神戸婦人大学開校 
・神戸市婦人問題推進懇話会設置 
 
 
 
・推進懇話会より「神戸市婦人計画の
ための5つの指針100の提言」提出 
 
 
・「神戸市婦人計画の指針」策定 
 
 
 
 
 
・推進懇話会より「神戸市婦人計画の
指針」見直しに関する提言 

・「神戸市女性計画」策定 
 
 
 
 
・推進懇話会より「高齢化社会の進展にと
もなう女性施策のあり方」について提言 
・神戸市生活学習センター開館 
・女性のための相談室開設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・推進懇話会より「新・神戸市女性計画」
に対する提言 
・「こうべ男女共同参画プラン21」策定 
・神戸市男女共同参画推進本部設置 
・神戸市男女共同参画推進会議設置 
・神戸市男女共同参画懇話会設置 
・神戸市男女共同参画センター設置 
・「こうべ男女共同参画推進月間」設
置（毎年10月） 
・懇話会より「今後取り組むべき重点
課題について」報告 
 
 
 
 
・懇話会より「『こうべ男女共同参画プ
ラン21』の見直しについて」報告 
・「こうべ男女共同参画プラン21」第1次改定 
・懇話会より「条例の基本的考え方に
ついて」提言 
・「神戸市男女共同参画の推進に関す
る条例」公布、施行 
・神戸市男女共同参画審議会設置 
・審議会より「神戸市男女共同参画計
画の策定について」答申 
・「神戸市男女共同参画計画」策定 
・第2期神戸市男女共同参画審議会設置 

・婦人問題担当室設置 
・婦人問題企画推進本部設置 
・婦人問題企画推進本部会議開催 
・「国内行動計画」策定 
 
 
・「国連婦人の十年」中間年世界会議
で「女子差別撤廃条約」に署名 
 
・「国内行動計画後期重点目標」策定 
 
 
 
 
・「国籍法」改正 
・「男女雇用機会均等法」公布 
・「女子差別撤廃条約」批准 
・婦人問題企画推進本部拡充 
・婦人問題企画推進有識者会議開催 
・「西暦2000年に向けての新国内行動
計画」策定 
 
 
 
 
 
・「育児休業法」公布 
 
 
 
・男女共同参画室設置 
・男女共同参画審議会設置（政令） 
・男女共同参画推進本部設置 
・「育児休業法」改正 
　（介護休業制度の法制化） 
 
・男女共同参画推進連携会議発足 
・「男女共同参画2000年プラン」策定 
・男女共同参画審議会設置（法律） 
・「男女雇用機会均等法」改正 
・「介護保険法」公布 
・男女共同参画審議会「男女共同参画
社会基本法（仮称）」答申 
 
・「男女共同参画社会基本法」 
　公布、施行 
・「ストーカー規制法」施行 
・「男女共同参画基本計画」策定 
・「人権教育・啓発推進法」施行 
 
・男女共同参画会議設置 
・男女共同参画局設置 
・「配偶者暴力防止法」公布、施行 
・第1回男女共同参画週間 
・「仕事と子育ての両立支援策の方針
について」閣議決定 
・アフガニスタンの女性支援に関する
懇談会開催 
・男女共同参画会議決定「配偶者暴力
防止法」「平成13年度監視」「苦情
処理等システム」 
・次世代育成支援対策推進法施行 
・少子化社会対策基本法施行 
 
・「配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護に関する法律の一部を改正
する法律」施行 
・「男女共同参画基本計画（第2次）」策定 

・国際婦人年 
・国際婦人年世界会議（メキシコシティ） 
・「世界行動計画」採択 
 
 
・国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択 
・「国連婦人の十年」中間年世界会議（コ
ペンハーゲン）「国連婦人十年後半
期行動プログラム」採択 
・「女子差別撤廃条約」発効 
・ILO総会「男女労働者特に家族的責
任を有する労働者の機会均等及び均
等待遇に関する条約（156号）」採択 

 
・「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議（西
暦2000年に向けての）「婦人の地位向
上のためのナイロビ将来戦略」採択 

 
 
 
 
 
・国連婦人の地位委員会拡大会期 
・国連経済社会理事会「婦人の地位向上
のためのナイロビ将来戦略に関する第1回
見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択 
 
 
 
 
 
 
 
・第 4回世界女性会議―平等、開発、
平和のための行動（北京）「北京宣言
及び行動綱領」採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・国連女性2000年会議（ニューヨーク）
開催 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・第49回国連婦人の地位委員会 
　「北京＋10」閣僚級会合（ニューヨーク）開催 

西暦 元号 神戸市のあゆみ 国のあゆみ 世界のあゆみ 
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男女共同参画社会基本法 

● 5つの基本理念 

政府は、男女共同参画社会基本法及び男女共同参画基本計画に基づき、取組を進めています。 

（平成11年6月公布・施行） 

　基本法では、男女共同参画社会を実現するための5つの基本理念を定め、国、地方公共団体、国民、

それぞれの責務を明らかにしています。

1．男女の人権の尊重　男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性も女性も

　ひとりの人間として能力を発揮できる機会を確保する必要があります。

2．社会における制度又は慣行についての配慮　固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が

　様々な活動ができるよう社会の制度や慣行の在り方を考える必要があります。

3．政策等の立案及び決定への共同参画　男女が、社会の対等なパートナーとして、いろいろな

　方針の決定に参画できる機会を確保する必要があります。

4．家庭生活における活動と他の活動の両立　男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、

　社会の支援も受け、家族としての役割を果たしながら、仕事をしたり、学習したり、地域活動が

　できるようにする必要があります。

5．国際的協調　男女共同参画社会づくりのために、国際社会と共に歩むことも大切です。

　他の国々や国際機関とも相互に協力して取り組む必要があります。

● 国、地方公共団体及び国民の責務 

＜国＞　　基本理念に基づき、男女共同参画基本計画の策定をはじめ、積極的改善措置を含む

　　　　　男女共同参画社会づくりのための施策を総合的に策定し、実施していきます。

＜地方公共団体＞　国と同様、基本理念に基づき、男女共同参画社会づくりのための施策に

　　　　　取り組むとともに、地域の特性をいかした施策を展開していきます。

＜国民＞　男女共同参画社会づくりに協力することが期待されています。

男女共同参画基本計画（第2次） 

● 12の重点目標 

（平成17年12月27日閣議決定） 

　基本計画（第2次）では、12の重点目標を掲げ、それぞれについて、平成32年までを見通した施策の

基本的方向と平成22年度末までに実施する具体的施策の内容を示しています。



1．政策・方針決定過程への女性の参画の拡大



2．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革



3．雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保



4．活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立



5．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援



6．高齢者等が安心して暮らせる条件の整備



7．女性に対するあらゆる暴力の根絶



8．生涯を通じた女性の健康支援



9．メディアにおける男女共同参画の推進

10．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

11．地球社会の「平等・開発・平和」への貢献

12．新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進






















